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【【【【    新型ウイルスの影響目に付く、「韓国総選挙」延期論も新型ウイルスの影響目に付く、「韓国総選挙」延期論も新型ウイルスの影響目に付く、「韓国総選挙」延期論も新型ウイルスの影響目に付く、「韓国総選挙」延期論も    】】】】    
 
為替に限らず、今年の金融市場における最大の注目要因のひとつは、11 月に実施される米大統領選だ。
しかし、それ以外でも注目の選挙、ならびに国際的な政治日程は幾つも予定されている。そこで、今回の
当レターでは現段階で判明している世界の重要な選挙やイベントを、一覧でまとめたうえで日韓の政治・
選挙情勢について一度レポートしておきたい。まずは、大枠の日程を抜き書きする。 
 
1 月・台湾総統選（終了）         4 月・韓国総選挙              9 月以降？・日本の衆院選 
2 月・イラン国会議会選（終了）     4 月・中国国家主席が国賓来日  11 月・米大統領選 
3 月・イスラエル総選挙          5 月・イタリア統一地方選      
3 月・フランス地方選第 1 回投票    5 月・ポーランド大統領選      
3 月・中国で全人代開幕（延期）     9 月・香港立法会選挙 
 
＜＜＜＜＜＜＜＜    日本の日本の日本の日本の政局・政局・政局・政局・衆院選衆院選衆院選衆院選    ＞＞＞＞＞＞＞＞    
2 月 12 日付のレポートで、筆者は「オリンピックと日本経済は鬼門の関係」と報じたが、17 日に発表された
昨年第 4 四半期ＧＤＰは予想を大幅に下回る、まさかのマイナス 6.3％という衝撃の数値となった。 
 
これには、台風 19 号の影響などももちろんあったのだろうが、それ以上に大きかったのはやはり消費増税
の影響か。また、改めて指摘するまでもなく、今年 1 月以降は中国発の新型コロナウイルスが日本経済を
圧迫している。それもあり、一部エコノミストなどから「2 四半期連続のマイナス成長は確実」といった指摘
も聞かれるが、国際的な考えでは、それはすでに「リセッション」だ。政府・与党はリセッション入りを強く否
定しているものの、日本経済はすでに危機的なところへと到達しつつある感を否めない。 
 
そうしたなか、産経新聞社がＦＮＮと実施した合同世論調査で、安倍内閣の支持率は、前回調査より 8.4ポ
イントも減少した 36.2％となり、不支持（46.7％）を大きく下回ったと報じられている。ちなみに、不支持が支
持を上回ったのは 1 年 7 ヵ月ぶりのこと。今年秋にも総選挙実施が予想されているものの、本当に行うこ
とが出来るのだろうか。 
 
なお、こちらの話も 2 月 12 日付で一度レポートしたが、今年の干支である「子」年は戦後に 6 回の選挙が
あったが、調べて見るとうち 5 回で、なんと「首相が交代」となっていたという経験則だけでなく、過去 3 度
のオリンピック開催年には、病気などの要因を含めてだが、いずれも「現役首相が退陣」している。いまの
ままでいけば、安倍首相もそうした過去のジンクスに呑み込まれる可能性が高い気もしないではない。 
 
＜＜＜＜＜＜＜＜    韓国総選挙韓国総選挙韓国総選挙韓国総選挙    ＞＞＞＞＞＞＞＞    
4 月 15 日の総選挙まで 2 ヵ月を切ってきたが、一部からは「延期論」が聞かれ始めているという。 
背景となっているのは、中国発の新型コロナウイルスで、ここ最近は韓国国内の感染者数が急増。実際、
韓国政府の発表によると、感染者は 1000 人の大台を超え、中国本土に次ぐ国別では世界 2 位の多さに
なっている。そして、文大統領が 23 日、国内の警戒レベルを「最高」に引き上げたとことも明らかとなった。 
 
一方で、19 日に国会議員会館で行われた討論会にウイルス感染者が出席していたことがわかり、国会本
館と議員会館の全面消毒を実施することを決定した。26日朝まで施設が立ち入り禁止となったほか、感染
防止のために遊説を中止する立候補予定者も一部で観測されているという。そのため、「選挙運動もロク
に出来ない状況下、総選挙を実施するのか」といった疑問や政権批判の声も日増しに高まりつつある感を
否めない。 
 
そもそも論として、現状のままで選挙を迎えた場合には、政権与党の苦戦は必至だ。これはメディアの世
論調査でも明らか。たとえば、韓国ギャラップ社による最新調査では、｢現政権牽制のために野党候補が
多く当選するべき｣との回答が 45％でトップとなり、｢現政権を支援するために与党候補が多く当選するべ
き｣を上回っていた。 



 

少しでも終息に向けた道筋が示されないと、勝ち目はないといった弱気の声も与党サイドからはジワリと
高まっており、いったいどういった判断を示すのか、文政権の判断が注視されている。（了） 
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当レターは、情報提供のみを目的としたものです。内容に関して正確であるよう注意を払っておりますが、その正確
性を保証することはできません。投資や運用にあたっての最終的な判断は、あくまで読者自身の責任と判断によって、
ご利用いただくようお願い申し上げます。また、本稿の無断転載・転送もご遠慮ください。 
なお、本稿に関する問い合わせは『ＦＸニュースレター』までお願い致します。 
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